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山県市さくらカンパニー認定制度実施要綱 

令和元年９月１９日 

告示第１０７号 

改正 令和２年７月２８日告示第１１２号 

令和４年３月３０日告示第５５号 

令和４年７月１日告示第１０２号 

令和５年７月６日告示第１１２号 

令和６年７月１０日告示第１１４号 

令和７年７月３１日告示第１１２号 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内に事業所のあるワーク・ライフ・バランスを推進及び女

性が活躍できる労働環境を整備している企業・事業所（以下「企業等」という。）

を認定するとともに、その取組内容を広く紹介することで、性別に関わりなく、

男女一人一人が仕事と生活の調和を図りながらそれぞれの個性と能力を発揮でき

る地域づくりを進めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１） 女性が活躍できる労働環境 近年の労働力不足及び女性の就業状況を鑑

み、女性が子育てをしつつ、家庭生活とのバランスもとりながら働き、キャリ

アを継続して積める環境をいう。 

（２） ワーク・ライフ・バランス 少子高齢化及びライフスタイルの多様化が

進む中、地域、家庭等、様々な場面で一人一人が職業、育児、介護等、多様な

活躍ができる環境をいう。 

（３） 山県市さくらカンパニー ワーク・ライフ・バランスを推進及び女性が

活躍できる労働環境を整備している企業等で、第８条の規定により市長が認定

した企業等をいう。 

（応募要件） 

第３条 前条第３号の認定を受けようとする企業等の応募要件は、次の各号のいず

れにも該当するものとする。 

（１） 市内に事業所を有していること。 
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（２） 労働関係法令が遵守されていること。 

（３） 認定に当たり社会通念上ふさわしくないと判断される問題を現に有して

いないこと。 

（４） その業態が公序良俗に反していないこと。 

（募集期間） 

第４条 認定を受けようとする企業等の募集は、毎年度１回の実施とし、当該募集

の期間は、市長が別に定めるものとする。 

（認定の申請） 

第５条 認定を受けようとする企業等は、山県市さくらカンパニー認定申請書（様

式第１号）（以下「認定申請書」という。）に、次に掲げる資料を添えて市長に

提出するものとする。 

（１） 山県市さくらカンパニー認定チェックシート（様式第２号）（以下「認

定チェックシート」という。） 

（２） 各種法令等の違反状況について（様式第３号） 

（３） 第８条に規定する認定を受けた企業等が、次条第１項に規定する認定区

分について、認定を受けたステップより上のステップの認定を申請（以下「ス

テップアップの申請」という。）する場合は、前２号の書類に加えて、山県市

さくらカンパニー認定済項目の新規及び継続取組申告書（様式第４号） 

（認定の区分） 

第６条 山県市さくらカンパニーの認定区分は３段階とし、より優れた取組を行っ

ていると判定した企業等から、最上位の「さくらステップ３」、それに次ぐ「さ

くらステップ２」、「さくらステップ１」を認定するものとする。 

２ 山県市さくらカンパニーの認定区分については、別表第１に掲げる認定項目の

達成状況によって判定する。 

（認定の審査） 

第７条 市長は、認定審査に当たって、認定審査会を設置する。 

２ 認定審査会は、申請のあった認定チェックシートにおける認定指標の自己評価

及び各提出資料を基に審査を行うものとする。 

３ 認定審査会は、必要に応じて、申請のあった企業等に説明を求めることができ

る。 

４ 認定審査会は、審査結果を市長に報告するものとする。 
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５ 第１項に規定する認定審査会の設置について、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

（認定の決定） 

第８条 市長は、前条の審査結果に基づき認定の可否を決定し、山県市さくらカン

パニー認定（不認定）通知書（様式第５号）を申請のあった企業等に対して通知

するものとする。 

（認定証の交付等） 

第９条 市長は、認定した企業等（以下「認定企業」という）に対して、山県市さ

くらカンパニー認定証を交付するものとする。 

２ 市長は、認定企業全てに認定ステッカー等を、さくらステップ３の認定企業に

幟旗を交付するものとする。 

３ 認定企業は、別表第２に定める認定マークを、その企業等が発行する印刷物等

に表示することができる。 

４ 市長は、市ホームページ及び広報紙への掲載等により、認定企業及びその取組

を広く市民に周知するものとする。 

５ 市長は、認定企業に対して、県のハローワーク求人票に、おすすめ企業として

掲示することを了承するものとする。 

（認定の有効期間） 

第１０条 認定の有効期間は、認定の日から３年後の日が属する年度の末日までと

する。ただし、認定の更新を行う場合は、別に定める期間内に第５条第２号及び

第３号に規定する書類を提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による提出を受けたときは、その内容を確認し、更に３年

間の認定項目の更新を決定し、山県市さくらカンパニー認定済項目通知書（様式

第６号）を認定企業に通知するものとする。 

（認定の変更・取下げ） 

第１１条 認定企業は、認定申請書に記載した内容に変更があったとき又は認定を

取り下げるときは、山県市さくらカンパニー申請事項変更・取下げ届出書（様式

第７号）を市長に提出しなければならない。 

（認定の取消し） 

第１２条 市長は、認定企業が、第３条の規定に該当しなくなったとき、偽りその

他不正な手段により認定を受けたときは又は第６条に定める区分に該当しなくな
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ったときは、認定を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により認定を取り消したときは、山県市さくらカンパニー

認定取消通知書（様式第８号）を認定企業等に通知するものとする。 

（補則） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和元年９月２０日から施行する。 

附 則（令和２年７月２８日告示第１１２号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

  附 則（令和４年３月３０日告示第５５号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

  附 則（令和４年７月１日告示第１０２号） 

この告示は、令和４年７月１日から施行する。 

  附 則（令和５年７月６日告示第１１２号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

  附 則（令和６年７月１１日告示第１１４号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

  附 則（令和７年７月３１日告示第１１２号） 

この告示は、公表の日から施行する。 


